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平成３０年度 各会計予算案の概要について 

平成３０年度一般会計当初予算案は，前年度比１億７，０００万円，０．４％減の４６１億４，

０００万円となりました。 

予算編成にあたっては，限られた財源の中で，少子高齢社会や老朽化施設への対策を含む未来を

見据えた施策の実現のため，芦屋市創生総合戦略及び行政改革実施計画を踏まえ，政策目標の実現

に資する事業の優先順位の精査と見直し（スクラップ・アンド・ビルド）を徹底することを基本方

針とするとともに，経費見直しにより捻出した財源により，「将来の人口構成の変化に対応する取

組」，「子育て世代のニーズに沿う環境づくりに向けた取組」及び「住宅都市としての魅力向上に

寄与する取組」について重点的に予算を編成しました。 

魅力あるまちづくりでは，参画・協働のもと，旧宮塚町住宅を女性活躍及び情報発信の場として，

市民活動センターを市民活動の拠点としてそれぞれ改修・利活用することを基軸に，エリアブラン

ディングを実施するとともに，引き続き本市の魅力を発信するシティプロモーション事業を展開し

ます。 

喫緊の課題である待機児童解消については，認可保育所及び小規模保育事業所の誘致や（仮称）

市立精道・西蔵認定こども園の整備に取り組むとともに，施設整備が完了するまでの４年間に限り

認可外保育所利用者への助成を実施します。そのほか，市立小中学校の遠距離通学に対する助成，

小学校へのＡＬＴ配置，中学校の学習用タブレットＰＣの配置拡充，民間活力による放課後児童健

全育成事業等により，子育てと教育の環境を充実させます。 

都市機能の点では，未来に向けた住宅都市として必要な都市施設の整備について基本方針等を総

合的に検討してまいります。また，将来にわたって施設を適切に使用できるよう機能充実と老朽化

対策を図るため，図書館本館，茶屋集会所，岩園保育所等の改修工事を実施し，新たなニーズへの

対応として霊園における合葬式墓地及び管理棟の設計に着手します。そのほか，山手中学校建替事

業，高浜町１番住宅等大規模集約事業，分庁舎跡地整備事業及びＪＲ芦屋駅南地区再開発事業を進

めるとともに，良好な住宅地としての魅力向上のため，景観形成事業の更なる推進やさくら参道の

無電柱化に向けて取り組んでまいります。 

また，憧れと夢をもって選ばれるまちであり続けるよう，第５次芦屋市総合計画の策定に着手し

ます。 

歳入においては，市民税の減少等により市税が前年度比３億５，８５７万１千円，１．６％の減

少で，５年連続で増加していた市税が減少に転じる一方，地方消費税交付金では都道府県への清算

基準見直し等により前年度比１億２，５００万円，９．３％増加しています。その他，市債が対象

事業の減少により３億２，４１０万円，７．２％，繰入金が減債基金取崩しの減少等により８億６，

０２９万円，１７．３％それぞれ減少する一方，財産収入が土地売払収入等の増加により９億２，

２２８万３千円，７１．１％の増加となっています。  

歳出においては，教育費が山手中学校建替事業費の増加等により１６億９，９０８万３千円，３

４．３％，土木費がＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業の増加等により９億２，３９０万５千円，

１１．０％それぞれ増加する一方，総務費が公共用地取得費特別会計繰出金や分庁舎跡地整備事業

費の減少等により２０億４，７６８万５千円，２８．５％，公債費が３億３，０３３万３千円，６．
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５％，消防費が高浜分署整備事業費の減少等により３億２，０７６万４千円，１６．８％それぞれ

減少しています。  

特別会計においては，都市再開発事業特別会計がＪＲ芦屋駅南地区再開発事業費の増加により前

年度比７億５，７００万円，３３２．０％増加する一方，国民健康保険事業特別会計が新制度移行

により前年度比２５億２００万円，２０．９％，公共用地取得費特別会計が公債費の減少により前

年度比３８億５，９００万円，７５．７％それぞれ減少するほか，下水道事業特別会計及び宅地造

成事業特別会計については廃止により皆減となります。 

平成３０年度当初予算案の概要は，以下のとおりです。 

１ 予算規模（第１表） 

 一般会計 ４６１億４，０００万円 （前年度比  △１億７，０００万円  ０．４％減） 

 特別会計 ２３０億５，２５０万円 （前年度比 △８５億２，６５０万円 ２７．０％減） 

 企業会計 １４４億４，５０４万８千円 （前年度比  ４３億９，２３７万９千円 ４３．７％増） 

 合  計 ８３６億３，７５４万８千円 （前年度比 △４３億   ４１２万１千円 ４．９％減） 

財産区会計   ３，３３０万円 （前年度比     ２，２８０万円  ２１７．１％増） 

 総  計 ８３６億７，０８４万８千円 （前年度比 △４２億８，１３２万１千円  ４．９％減） 

２ 一般会計の概要 

（1） 歳 入（第２表） 

   歳入の主なものは，市税の２１８億１，０８７万２千円で，４７．３％と最も大きな割合を

占め，以下，国庫支出金５５億６，０６１万３千円（構成比１２．１％），市債４１億８，９

８０万円（同９．１％），基金及び他会計繰入金４１億１，６９２万円（同８．９％），財産

収入２２億１，９７１万２千円（同４．８％）となっています。 

   それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  市 税 ２１８億１，０８７万２千円 

（前年度比 △３億５，８５７万１千円 １．６％減） 

・ 市民税                    １２３億３０５万円 

（前年度比 △３億９，２６９万２千円 ３．１％減） 

・ 固定資産税 ７２億９，０１２万７千円 

（前年度比 ９５５万３千円 ０．１％増） 
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・ 都市計画税                    １８億３，５２０万４千円 

（前年度比      １，７７０万５千円 １．０％増） 

②  国庫支出金 ５５億６，０６１万３千円 

（前年度比 １億９，２５５万９千円        ３．６％増） 

社会資本整備総合交付金等の増加によるもの 

③  市 債                       ４１億８，９８０万円 

（前年度比                  △３億２，４１０万円        ７．２％減） 

公営住宅建設事業債等の減少によるもの 

④  基金繰入金                   ３６億３，８８６万円 

（前年度比            △６億９，３３５万円        １６．０％減） 

財政基金・減債基金等の繰入金の減少によるもの  

・ 財政基金                    ２９億７，３８０万６千円 

（前年度比                   △２億５，６７０万４千円      ７．９％減） 

全体の財源不足を補うため取り崩すもの 

・ 減債基金                       ０円 

（前年度比                   △５億円            皆減） 

⑤  他会計繰入金                  ４億７，８０６万円 

（前年度比                  △１億６，６９４万円        ２．６％減） 

宅地造成事業特別会計繰入金の皆減によるもの 

⑥  財産収入                    ２２億１，９７１万２千円 

（前年度比                   ９億２，２２８万３千円        ７１．１％増） 

土地売払収入等の増加によるもの 

（2） 目的別歳出（第３表） 

   目的別歳出の主なものは，民生費の１４２億９１万３千円が３０．８％と最も大きな割合を

占め，以下，土木費９３億１，８７９万４千円（構成比２０．２％），教育費６６億４，８８

１万４千円（同１４．４％），総務費５１億３，７９４万７千円（同１１．１％），公債費４

７億８，５１３万６千円（同１０．４％），衛生費３７億７，１８２万９千円（同８．２％）

となっています。 

   それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  民生費 １４２億   ９１万３千円 

（前年度比 △１億２，６７５万７千円 ０．９％減） 

認定こども園の誘致に要する経費等の減少によるもの 
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②  土木費 ９３億１，８７９万４千円 

（前年度比 ９億２，３９０万５千円 １１．０％増） 

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費等の増加によるもの 

③  教育費 ６６億４，８８１万４千円 

（前年度比 １６億９，９０８万３千円 ３４．３％増） 

山手中学校施設整備事業費等の増加によるもの 

④  総務費 ５１億３，７９４万７千円 

（前年度比 △２０億４，７６８万５千円 ２８．５％減） 

公共用地取得費特別会計繰出金等の減少によるもの 

⑤  公債費 ４７億８，５１３万６千円 

（前年度比 △３億３，０３３万３千円 ６．５％減） 

災害援護資金貸付金償還金の減少によるもの 

⑥  衛生費 ３７億７，１８２万９千円 

（前年度比 １億  ３１６万８千円 ２．８％増） 

霊園整備事業費等の増加によるもの 

（3） 性質別歳出（第４表） 

性質別歳出の主なものは，投資的経費９１億５，２６１万円（構成比１９．８％），人件費

８１億８，８６７万円（同１７．７％），物件費７２億４，０５３万９千円（同１５．７％），

扶助費７１億２，４７０万１千円（同１５．４％），繰出金４２億９，１３３万１千円（同９．

３％），公債費４７億８，５１３万５千円（同１０．４％），公営企業助成費１９億５，２６

３万４千円（同４．２％）となっています。 

それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  投資的経費        ９１億５，２６１万円 

（前年度比                   ６億３，９４３万１千円   ７．５％増） 

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費等の増加によるもの 

②  人件費          ８１億８，８６７万円 

（前年度比                   １億３，６８６万８千円          １．７％増） 

職員給与費等の増加によるもの 

③  物件費 ７２億４，０５３万９千円 

（前年度比 ６，８２１万７千円 １．０％増） 

人事給与・庶務管理システム更新経費等の増加によるもの 
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④  扶助費 ７１億２，４７０万１千円 

（前年度比                    ２億４，１６３万円             ３．５％増） 

障害者総合支援法介護給付事業費等の増加によるもの 

⑤  公債費 ４７億８，５１３万５千円 

（前年度比 △３億３，０３３万３千円 ６．５％減） 

災害援護資金貸付金償還金の減少によるもの 

⑥  繰出金 ４２億９，１３３万１千円 

（前年度比 △２２億９，３９６万４千円 ３４．８％減） 

公共用地取得費特別会計繰出金等の減少によるもの 

⑦  公営企業助成費 １９億５，２６３万４千円 

（前年度比             １２億１，５７０万５千円   １６５．０％増） 

下水道事業会計の企業会計移行に伴い，助成費の増加によるもの 

３  特別会計の概要（第１表）

特別会計の総額は２３０億５，２５０万円で，下水道事業特別会計及び宅地造成事業特別会計

の廃止により，前年度に比べて，８５億２，６５０万円，２７．０％の減少となっています。 

各会計の内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。

（1） 国民健康保険事業特別会計 ９４億８，１００万円 

（前年度比         △２５億  ２００万円   ２０．９％減） 

国民健康保険制度改革により，新制度が開始されるため 

（2） 介護保険事業特別会計 ８９億７，８００万円 

（前年度比 △９，９００万円  １．１％減） 

介護保険事業計画の見直しに伴う，保険給付費の減少によるもの 

（3） 公共用地取得費特別会計     １２億４，１００万円 

（前年度比  △３８億５，９００万円 ７５．７％減） 

地方債の満期一括償還元金等の減少によるもの 

（4） 下水道事業特別会計      皆減 

   特別会計廃止によるもの 

（5） 後期高齢者医療事業特別会計 ２３億１，４００万円 

（前年度比           ２億１，７００万円     １０．３％増） 

広域連合への納付金の増加によるもの 
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（6） 都市再開発事業特別会計 ９億８，５００万円 

（前年度比           ７億５，７００万円   ３３２．０％増） 

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業費の増加によるもの 

（7） 宅地造成事業特別会計     皆減 

特別会計廃止によるもの 

（8） 駐車場事業特別会計 ５，３５０万円 

（前年度比 △７，３５０万円  ５７．９％減） 

公債費の減少によるもの 

４ 企業会計の概要（第１表） 

企業会計の総額は１４４億４，５０４万８千円で，前年度に比べて，４３億９，２３７万９千

円，４３．７％の増加となっています。平成３０年度より下水道事業会計は企業会計に移行して

います。各会計の内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

（1） 病院事業会計 ６６億６，２３２万６千円 

（前年度比           ２億  ４６７万円    ３．２％増） 

医療従事者の拡充に伴う給与費等の増加によるもの 

（2） 上水道事業会計 ３０億８，４４３万２千円 

（前年度比 △５億１，０５８万１千円 １４．２％減） 

建設改良費等の減少によるもの 

（3） 下水道事業会計         ４６億９，８２９万円 （皆増） 

公営企業会計適用によるもの 

５ 財産区会計の概要（第１表） 

財産区会計の総額は３，３３０万円で，前年度に比べて，２，２８０万円，２１７．１％の増

加となっています。各会計の内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

（1） 打出・芦屋財産区共有財産会計     ３，１３０万円 

（前年度比             ２，２８０万円     ２６８．２％増） 

土砂災害特別警戒区域の対策に要する経費の皆増によるもの 

（2） 三条・津知財産区共有財産会計       ２００万円     （前年度と同額） 
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【平成30年度予算における重点取組】を示すものです。
「将来の人口構成の変化に対応する取組」，「子育て世代のニーズに沿う環境づくりに向け
た取組」，「住宅都市としての魅力向上に寄与する取組」

【新規】魅力資源を活用するプロジェクト（エリアブランディング）
６，０４１万６千円
＜財源：国1,600万円，市4,441万6千円＞

・ワークショップ等で市民参画・協働による魅力資源の活用
　旧宮塚町住宅を改修し，女性活躍及び情報発信の場とする
　市民活動センターを改修し，市民活動の拠点とする
・国指定重要文化財旧山邑家住宅(ヨドコウ迎賓館)リニューアルオープン記念事業の実施
・地域経済活性化のために，創業前後の伴走型支援を実施
・都市回遊性の向上を図り，都市ブランド力を高めるエリアブランディングを行う

【拡充】シティプロモーション関連事業
４，２３４万９千円
＜財源：国1,401万2千円，市2,833万7千円＞

・神戸市，洲本市，淡路市との共同によるプロモーション事業
・市制80周年に向け，芦屋を舞台とした映像制作などの取組の検討
・潮芦屋まちびらき20周年に関連する事業等

無電柱化工事の推進
２億６，４４３万９千円
＜財源：国1億3,475万円，市債9,920万円，市3,048万9千円＞

さくら参道（朝日ケ丘町）の無電柱化工事実施及び芦屋川沿いなど無電柱化を図る箇所に
おいて，事業着手に向けた調整

屋外広告物補助金
５，９３４万２千円
＜財源：市5,934万2千円＞

条例施行に伴い既存不適格となる広告物を改修または撤去するために必要となる経費の一
定割合を助成

公共サイン整備工事
６３０万円
＜財源：市630万円＞

「公共サイン計画」のモデル路線（ＪＲ芦屋駅周辺）における公共サインの整備工事

【拡充】空き家対策業務
５０７万２千円
＜財源：県250万円，市257万2千円＞

空き家の有効活用を図るため，一戸建ての空き家を住居や事業所，地域交流拠点として活
用する方に対し，改修工事費等について補助を実施

　〔基本目標１〕安全・安心で良好な住宅地としての魅力を高め，継承する

  　① 良質な住まい・住環境の形成

    　◆ 景観の保全・育成

６  主な事業費の概要（特に記載のない限り一般会計）

　　＜括弧内は財源内訳＞

＊各事業費については，それぞれの事業費総額を示しており，【拡充】事業については拡充
額を示すものではありません。

（１）「芦屋市創生総合戦略」関係

-9-



小規模公園改修工事
２７０万円
＜財源：市270万円＞

小規模公園について，地域参加によるコミュニティ活性化や地域交流を図り利用向上のた
めの改修工事を実施

【新規】図書館本館大規模改修工事関連経費
５億１，００９万１千円
＜財源：市債3億6,370万円，市1億4,639万1千円＞

【拡充】あしやふるさと寄附推進事業
４，０１５万１千円
＜財源：市4,015万1千円＞

国指定重要文化財旧山邑家住宅（ヨドコウ迎賓館）保存修理工事補助事業
２，１５５万円
＜財源：市2,155万円＞

【新規】地域まなびの場支援事業
４４０万円
＜財源：国220万円，市220万円＞

高浜町１番社会福祉複合施設において，生活困窮世帯の子どもを対象とした学習支援を含
め，だれもが，「まなびの場」として活用し，共助の全世代交流を図る

【新規】井戸設置工事
７５６万円
＜財源：市756万円＞

災害時の生活用水の確保のため，岩園小学校及び浜風小学校に井戸を設置

耐震性貯水槽設置工事
９，７５３万円
＜財源：市9,753万円＞

災害時の飲料水の確保のため，打出浜小学校に耐震性貯水槽を設置

【新規】衛星携帯電話導入に要する経費
３９６万９千円
＜財源：市396万9千円＞

災害時の初動医療における情報伝達手段の構築のため，衛星携帯電話を導入

   　 ◆ 庭園都市の推進

   　 ◆ 成熟した都市にふさわしい暮らし文化に根ざしたまち

  　③ 安全・安心なまちづくりの推進

   　 ◆ 震災を経験した芦屋市～災害に強いまちづくり～

  　② 地域における医療・福祉の充実

   　 ◆ 地域福祉の推進

   　 ◆ 震災を経験した芦屋市～自然災害への備え～
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精道分団開所に伴う経費
１，０４１万６千円
＜財源：市1,041万6千円＞

精道分団開所式に係る費用及び防災活動に要する備品等の購入費用

阪急バス車内放送による啓発事業
４９万円
＜財源：市49万円＞

防災力強化啓発のため，阪急バスの車内で住宅用火災警報器の設置や消防団への加入を促
す放送を実施

【拡充】公益灯ＬＥＤ化工事
４，０２４万１千円
＜財源：その他2,000万円，市2,024万1千円＞

安全・安心な通行の確保のため，市内の２００Ｗ水銀灯，ナトリウム灯を順次ＬＥＤ化
（平成35年度まで）

防犯カメラ設置
１，２１７万４千円
＜財源：市1,217万4千円＞

通学路や公園等における安全確保のために，防犯カメラを設置

【新規】岩園保育所大規模改修工事
１億８，２７９万４千円
＜財源：市債1億710万円，市7,569万4千円＞

【新規】留守家庭児童会の充実
１，９７４万１千円
＜財源：国188万4千円，県188万4千円，その他154万6千円，市1,442万7千円＞

朝日ケ丘幼稚園の空き教室を利用した留守家庭児童会の開設

【新規】病児保育事業（体調不良児対応型）
８６４万６千円
＜財源：国288万2千円，県288万2千円，市288万2千円＞

全市立保育所及び平成３０年４月に開園する私立認定こども園２園において，保育中に発
熱等により体調不良となった在所・在園児を対象とし，保護者が迎えに来るまでの間の対
応を行う体調不良児対応型の病児保育事業を実施（※事業費は私立認定こども園２園分の
み）

【拡充】病児保育事業（病児・病後児対応型）
１，４８１万１千円
＜財源：国223万8千円，県223万8千円，その他48万円，市985万5千円＞

芦屋病院で実施している病児保育事業（病児・病後児対応型）の当日受付利用を開始

小規模保育事業所の設置促進（施設改修費助成）
７５０万円
＜財源：国500万円，市250万円＞

分庁舎内小規模保育事業所の事業者に対して施設改修に係る費用の一部を助成

    ◆ 防犯力向上に向けたまちづくりの推進

   　 ◆ 消防体制の強化

　〔基本目標２〕若い世代の子育ての希望をかなえる

  　① 妊娠・出産・子育ての支援

   　 ◆ 保育サービスの充実
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【新規】地域子育て支援拠点事業
１，１７８万１千円
＜財源：国392万7千円，県392万7千円，市392万7千円＞

新たに開園する私立認定こども園２園と連携し，親と子どもが地域で気軽に集い交流でき
る場を提供

【新規】認可外保育施設利用者補助事業
１，０７９万７千円
＜財源：市1,079万7千円＞

認可保育所等の利用ができず，認可外保育施設を利用している０歳から２歳までの乳幼児
の保護者に対し，施設整備が完了するまでの４年間に限り，利用料の一部を助成

【新規】小学校英語力アップ事業
８５５万円
＜財源：市855万円＞

全小学校にて外国語指導助手（ＡＬＴ）による英語の授業を実施

【新規】部活動支援員の配置
３４８万１千円
＜財源：県67万2千円，市280万9千円＞

単独で技術的な指導等が可能となるよう学校職員に位置づけ，全中学校に１名ずつ配置

【新規】中学校給食運営費
７，１１３万４千円
＜財源：その他3,320万4千円，市3,793万円＞

潮見中学校に加え，平成３０年度中に山手中学校で給食を開始

【拡充】あしやキッズスクエア事業
４，３１５万１千円
＜財源：県743万6千円，その他184万3千円，市3,387万2千円＞

事業の総合的な調整を図るトータルコーディネーターの配置及び企業の社会貢献事業等や
ＮＰＯ法人と連携した事業の拡充

【拡充】ＩＣＴ教育環境整備事業
２，０１７万円
＜財源：その他200万円，市1,817万円＞

特別支援学級のタブレットＰＣを新たに整備及び各中学校のタブレットＰＣ更新時期に合
わせ配置台数を拡充

山手中学校施設整備事業
１４億４，０００万円
＜財源：国1,473万円，市債9億900万円，市5億1,627万円＞

浜風小学校大規模改修事業
２億５，０２０万円
＜財源：国1,718万2千円，市債1億7,450万円，市5,851万8千円＞

グラウンド及びプール改修工事

  　② 教育環境の充実

   　 ◆ 特色ある教育内容

   　 ◆ 子育て環境の充実

  　  ◆ 安全・安心で充実した教育環境・子どもの居場所の提供
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【新規】朝日ケ丘公園水泳プール改修工事関連経費
２億１，１５３万４千円
＜財源：国389万1千円，市2億764万3千円＞

【新規】茶屋集会所大規模改修関連経費
５，２６４万５千円
＜財源：市5,264万5千円＞

【新規】都市施設の整備に関する基本方針の検討に要する経費
５８７万２千円
＜財源：市587万2千円＞

阪神電気鉄道の立体交差化をはじめ，交通機能，防災機能等の様々な視点を踏まえ，住宅
都市として必要な都市施設の整備に関する基本方針等を総合的に検討

【新規】環状交差点検討関係経費
３９９万８千円
＜財源：市399万8千円＞

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業（都市再開発事業特別会計含む）

２２億４，１０６万５千円
＜財源：国7億7,293万9千円，市債5億7,790万円，市8億9,022万6千円＞

ＪＲ芦屋駅南地区における用地取得及び施設建築物の実施設計を実施

高浜町１番住宅等大規模集約事業
１５億７４４万９千円
＜財源：国4億5,223万4千円，市債10億3,200万円，市2,321万5千円＞

高浜町１番に市営住宅を集約

霊園整備事業
２億５，５４４万３千円
＜財源：市2億5,544万3千円＞

霊園内の休憩所の建替，道路の舗装や側溝の改修及び安全柵の設置工事を進め，合葬式墓
地及び管理棟の実施設計を行う

自転車駐車場大規模修繕
６，３７８万４千円
＜財源：その他6,370万円，市8万4千円＞

ＪＲ芦屋駅北自転車駐車場及び阪神打出駅駐車場の改修工事等を実施

ハイキング道施設整備事業
７５０万円
＜財源：県250万円，市500万円＞

ハイキング道に道標や案内板を設置

（２）都市基盤の整備関係事業
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【新規】遠距離通学費助成金
１９３万１千円
＜財源：市193万1千円＞

市立小中学校で遠距離通学となる児童生徒に対し，通学費の一部を助成

【新規】有害鳥獣対策人材育成事業
７５万円
＜財源：市75万円＞

狩猟免許資格取得者が有害鳥獣班員として活動するための知識・技術の継承を行う

【新規】狩猟免許取得補助金
４万２千円
＜財源：市4万2千円＞

猟友会会員の確保が課題となっているため，一時的に狩猟免許取得に必要な費用の一部を
助成

【拡充】平和施策事業
１４３万８千円
＜財源：市143万8千円＞

広島市との共催による「（仮称）ヒロシマ原爆展」や「被爆体験証言会」に加え，記念講
演会を実施

【拡充】健康増進事業（ピロリ菌検査）
１３万２千円
＜財源：その他12万円，市1万2千円＞

３０歳以上の方（市内在住・在勤）を対象としている健康チェックの検査項目にピロリ菌
検査を追加

（３）その他
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　第１表　各 会 計 別 歳 入・歳 出 予 算 案 総 括 表

(単位 千円)

30年度予算額 29年度予算額 比　　　　較 増減率(%)

(A) (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)

46,140,000 46,310,000 △ 170,000 △ 0.4

国 民 健 康 保 険 事 業 9,481,000 11,983,000 △ 2,502,000 △ 20.9

下 水 道 事 業 0 2,783,000 △ 2,783,000 皆減

公 共 用 地 取 得 費 1,241,000 5,100,000 △ 3,859,000 △ 75.7

都 市 再 開 発 事 業 985,000 228,000 757,000 332.0

駐 車 場 事 業 53,500 127,000 △ 73,500 △ 57.9

介 護 保 険 事 業 8,978,000 9,077,000 △ 99,000 △ 1.1

宅 地 造 成 事 業 0 184,000 △ 184,000 皆減

後期高齢者医療事業 2,314,000 2,097,000 217,000 10.3

小　　　計 23,052,500 31,579,000 △ 8,526,500 △ 27.0

69,192,500 77,889,000 △ 8,696,500 △ 11.2

病 院 事 業 6,662,326 6,457,656 204,670 3.2

上 水 道 事 業 3,084,432 3,595,013 △ 510,581 △ 14.2

下 水 道 事 業 4,698,290 0 4,698,290 皆増

小　　　計 14,445,048 10,052,669 4,392,379 43.7

83,637,548 87,941,669 △ 4,304,121 △ 4.9

打 出 ・ 芦 屋 31,300 8,500 22,800 268.2

三 条 ・ 津 知 2,000 2,000 0 0.0

小　　　計 33,300 10,500 22,800 217.1

83,670,848 87,952,169 △ 4,281,321 △ 4.9総　　　　　　 計

会　　　　　　　　計

特

別

会

計

一 般 会 計

計

企

業

会

計

財

産

区

会

計

合　　　　　　 計
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　第２表　一 般 会 計 歳 入 内 訳

(単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

＊ 市 税 21,810,872 47.3 22,169,443 47.9 △ 358,571 △ 1.6

地 方 譲 与 税 158,000 0.3 155,000 0.3 3,000 1.9

利 子 割 交 付 金 28,000 0.1 36,000 0.1 △ 8,000 △ 22.2

配 当 割 交 付 金 223,000 0.5 251,000 0.5 △ 28,000 △ 11.2

株式等譲渡所得割交付金 243,000 0.5 137,000 0.3 106,000 77.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,470,000 3.2 1,345,000 2.9 125,000 9.3

ゴルフ場利用税交付金 2,800 0.0 3,000 0.0 △ 200 △ 6.7

自 動 車 取 得 税 交 付 金 62,000 0.1 54,000 0.1 8,000 14.8

地 方 特 例 交 付 金 38,000 0.1 40,000 0.1 △ 2,000 △ 5.0

地 方 交 付 税 880,000 1.9 870,000 1.9 10,000 1.1

交通安全対策特別交付金 13,000 0.0 13,000 0.0 0 0.0

＊ 分 担 金 及 び 負 担 金 302,950 0.7 333,472 0.7 △ 30,522 △ 9.2

＊ 使 用 料 及 び 手 数 料 1,482,345 3.2 1,463,301 3.2 19,044 1.3

国 庫 支 出 金 5,560,613 12.1 5,368,054 11.6 192,559 3.6

県 支 出 金 2,119,602 4.6 2,028,153 4.4 91,449 4.5

＊ 財 産 収 入 2,219,712 4.8 1,297,429 2.8 922,283 71.1

＊ 寄 附 金 67,806 0.1 57,853 0.1 9,953 17.2

＊ 繰 入 金 4,116,920 8.9 4,977,210 10.8 △ 860,290 △ 17.3

＊ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

＊ 諸 収 入 1,151,579 2.5 1,197,184 2.6 △ 45,605 △ 3.8

市 債 4,189,800 9.1 4,513,900 9.7 △ 324,100 △ 7.2

46,140,000 100.0 46,310,000 100.0 △ 170,000 △ 0.4

　＊印：自主財源 31,152,185千円（67.5%），無印：依存財源 14,987,815千円（32.5%）

比　　　　　　較29年度予算額

歳　　入　　合　　計

款
30年度予算額
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　第３表　一 般 会 計 目 的 別 歳 出 内 訳

(単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

議 会 費 416,540 0.9 511,564 1.1 △ 95,024 △ 18.6

総 務 費 5,137,947 11.1 7,185,632 15.5 △ 2,047,685 △ 28.5

民 生 費 14,200,913 30.8 14,327,670 30.9 △ 126,757 △ 0.9

衛 生 費 3,771,829 8.2 3,668,661 7.9 103,168 2.8

労 働 費 22,203 0.0 21,963 0.1 240 1.1

農 林 水 産 業 費 28,726 0.1 21,696 0.1 7,030 32.4

商 工 費 177,567 0.4 160,430 0.3 17,137 10.7

土 木 費 9,318,794 20.2 8,394,889 18.1 923,905 11.0

消 防 費 1,584,861 3.4 1,905,625 4.1 △ 320,764 △ 16.8

教 育 費 6,648,814 14.4 4,949,731 10.7 1,699,083 34.3

災 害 復 旧 費 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

公 債 費 4,785,136 10.4 5,115,469 11.1 △ 330,333 △ 6.5

諸 支 出 金 1,670 0.0 1,670 0.0 0 0.0

予 備 費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

歳　　出　　合　　計 46,140,000 100.0 46,310,000 100.0 △ 170,000 △ 0.4

款
30年度予算額 29年度予算額 比　　　　　　較
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　第４表　一 般 会 計 性 質 別 歳 出 内 訳

 (単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

25,354,946 54.9 24,602,495 53.1 752,451 3.1

8,188,670 17.7 8,051,802 17.4 136,868 1.7

扶 助 費 7,124,701 15.4 6,883,071 14.9 241,630 3.5

物 件 費 7,240,539 15.7 7,172,322 15.5 68,217 1.0

維 持 補 修 費 536,141 1.2 486,343 1.0 49,798 10.2

補 助 費 等 2,264,895 4.9 2,008,957 4.3 255,938 12.7

9,152,610 19.8 8,513,179 18.4 639,431 7.5

10,803 0.0 8,217 0.0 2,586 31.5

493,656 1.1 644,352 1.4 △ 150,696 △ 23.4

69,688 0.2 72,282 0.2 △ 2,594 △ 3.6

4,785,135 10.4 5,115,468 11.0 △ 330,333 △ 6.5

4,291,331 9.3 6,585,295 14.2 △ 2,293,964 △ 34.8

1,952,634 4.2 736,929 1.6 1,215,705 165.0

40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

46,140,000 100.0 46,310,000 100.0 △ 170,000 △ 0.4

8,199,473 17.8 8,060,019 17.4 139,454 1.7人件費総額 （A+B）

比　　　　　　較

人 件 費 （ A ）

投 資 的 経 費

うち人件費（B）

区　　　　　　分
30年度予算額 29年度予算額

歳 出 合 計

予 備 費

繰 出 金

公 営 企 業 助 成 費

積 立 金

消 費 的 経 費

出 資 金 ・ 貸 付 金

公 債 費
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 基 金 残 高 の 状 況（一般会計対象分）

（単位 千円）

28 年 度 末 29 年 度 末 30 年 度 30 年 度 30 年 度 末

残 　 　 高 残 高 見 込 積 立 額 取 崩 額 残 高 見 込

8,918,857 5,109,298 444,553 2,973,806 2,580,045

1,499,921 1,202,621 782 0 1,203,403

退 職 手 当 基 金 194,344 194,519 51 0 194,570

公 共 施 設 等 整 備 基 金 3,163,874 2,971,788 14,901 557,700 2,428,989

社 会 福 祉 ｢ 友 愛 ｣ 基 金 159,578 157,912 43 6,495 151,460

市 民 文 化 振 興 基 金 85,476 85,926 0 300 85,626

緑 化 基 金 107,014 110,483 0 1,000 109,483

ボ ラ ン テ ィ ア 基 金 113,587 112,990 31 2,000 111,021

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 130,752 126,977 33,200 60,000 100,177

長 寿 社 会 福 祉 基 金 277,077 279,392 74 0 279,466

環 境 保 全 基 金 103,721 104,971 0 20,800 84,171

1.17あしやフェニックス基金 14,428 12,737 2 2,000 10,739

西 田 房 子 福 祉 基 金 238,412 238,412 0 0 238,412

大 学 等 入 学 支 援 基 金 100,000 86,170 13 12,000 74,183

子ども・子育て支援基金 8,874 29,622 4 759 28,867

教 育 振 興 基 金 6,825 8,055 2 2,000 6,057

小　　　　　　計 4,703,962 4,519,954 48,321 665,054 3,903,221

15,122,740 10,831,873 493,656 3,638,860 7,686,669

美 術 品 等 取 得 基 金 200,000 200,000 200,000

土 地 開 発 基 金 330,000 330,000 330,000

小　　　　　　計 530,000 530,000 530,000

15,652,740 11,361,873 493,656 3,638,860 8,216,669

　市 債 現 在 高 の 状 況

（単位 千円）

28 年 度 末 29 年 度 末 30 年 度 末

残 　 　 高 残 高 見 込 残 高 見 込

48,959,248 52,648,013 52,593,892

　主 な 財 政 指 標 の 状 況（普通会計）

（単位 ％）

28年度 29年度（見込） 30年度（見込）

99.2 117.4 113.8

3.4 7.6 9.3

＊当該年度までの３ヵ年の平均

区　　　　　　　　　　分

実 質 公 債 費 比 率 ＊

一 般 会 計

区　　　　　　　　　　分

経 常 収 支 比 率

基　　　　　　　　　　金

財 政 基 金

減 債 基 金

合　　　　　　　　　　計

総　　　　 合 　　　　計

特

定

目

的

基

金

定
額
基
金
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（歳入）・引上げ分の地方消費税交付金 千円

（歳出）・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費（一般財源） 千円

（単位　千円）

国庫支出金 県支出金 その他
引上げ分の
地方消費税
交　付　金

その他

3 障害者福祉費 1,640,339 749,079 368,787 1,061 48,205 473,207

6 医療助成費 571,721 150,875 28,328 36,288 356,230

2 老人福祉費 2 老人福祉事業費 142,003 577 8,237 2,208 12,109 118,872

1 児童福祉総務費 233,422 95,346 47,698 18,480 6,647 65,251

2 保育所費 2,812,053 561,564 310,992 437,830 138,829 1,362,838

3 児童措置費 1,571,879 990,653 198,750 35,360 347,116

5 母子福祉事業費 8,928 6,634 212 2,082

6 児童福祉対策費 252,320 23,327 228,993

4 生活保護費 2 生活保護扶助費 1,262,805 947,103 24,654 26,908 264,140

1 教育総務費 2 事務局費 48,847 16,282 3,011 29,554

1 園管理費 501,349 3,292 3,292 64,884 39,743 390,138

2 教育振興費 6,882 636 6,246

6 社会教育費 3 青少年対策費 313,231 42,149 49,585 55,261 15,368 150,868

9,365,779 3,412,679 1,162,870 608,052 386,643 3,795,535

9 国保事業助成費 577,776 100,792 332,540 13,354 131,090

11 後期高齢者医療費 222,000 166,500 5,131 50,369

2 老人福祉費 5 介護保険事業助成費 1,116,538 8,220 4,110 102,085 1,002,123

1,916,314 109,012 503,150 120,570 1,183,582

1 保健衛生総務費 71,902 824 28,620 3,925 38,533

2 予防費 243,857 22,545 221,312

4 保健センター費 304,233 3,514 4,658 43,941 23,309 228,811

5 市立病院整備費 545,078 50,393 494,685

1,165,070 3,514 5,482 72,561 100,172 983,341

12,447,163 3,525,205 1,671,502 680,613 607,385 5,962,458

10 教育費

4 衛生費 1 保健衛生費

※事務費及び人件費（サービスに直接従事しない職員分）については除外しています。

5 幼稚園費

引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

合　計　（①＋②＋③）

保
健
衛
生

小　計　③

社
会
保
険

3 民生費

1 社会福祉費

小　計　②

特 定 財 源 一 般 財 源

社
会
福
祉

3 民生費

1 社会福祉費

3 児童福祉費

小　計　①

6,569,843

607,385

項

目

予 算 科 目

款 項 目 歳出予算

平成２６年４月から消費税率が改定され，引上げ分の地方消費税収については社会保障４経費（年金，医療，介護，子育て）
その他社会保障施策に要する経費に充当することとされています。
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自主財源

依存財源

市 税

218億1,087万円

47.3%

繰入金

41億1,692万円

8.9%

使用料及び手数料

14億8,235万円

3.2%

諸収入

11億5,158万円

2.5%

分担金及び負担金

3億295万円

0.7%

その他

22億8,752万円

4.9%

国庫支出金

55億6,061万円

12.1%

市 債

41億8,980万円

9.1%

県支出金

21億1,960万円

4.6%

地方交付税

8億8,000万円

1.9%

その他

22億3,780万円

4.8%

歳 入

149億8,781万円

32.5%

461億4,000万円

311億5,219万円

67.5%

民 生 費

142億91万円

30.8%

土 木 費

93億1,879万円

20.2%

教 育 費

66億4,881万円

14.4%

総 務 費

51億3,795万円

11.1%

公 債 費

47億8,514万円

10.4%

衛 生 費

37億7,183万円

8.2%

消 防 費

15億8,486万円

3.4%

議会費・その他

6億9,171万円

1.5%

歳 出

461億4 , 0 0 0万円

平成30年度 一般会計歳入歳出予算構成図
図 表
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